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The subject of this study is a demand synchronized production system using the Module Structured 
Production System (MSPS). Firstly, in this study, a model of production facility in the MSPS is proposed. And 
a simulation system by using the model is developed. The simulation system is able to evaluate some behavior 
for the MSPS and its effect. Secondly we are intended to measure the optimization of the number of modules 
equipment used in the MSPS through to experimentation by using the developed simulation system. Finally, in 
order to realize the MSPS, some knowledge for operating the production system based on the study is 
proposed.  
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１． はじめに 
２１世紀に入ってから、工業製品の生産は、尐品種を
大量に生産するケース（尐品種大量生産）よりも、多数
の品種を尐量ずつ生産するケース（多品種尐量生産）が
多く見られるようになってきた。多品種尐量生産では、
在庫を持つことや納期遅れを発生させることが大きなリ
スクとなるため、需要と密接に同期した生産方法が求め
られてきている。 
このような課題に対応してゆくには、多品種の製品を
需要の変化に即応しつつ効率的に生産し、低コストで供
給できる生産システムの確立が求められる。この実現策
として、再構築可能な生産システムや、モジュール構造
型生産システムを用いた需要同期生産法が提案されてい
る。 
需要同期生産法とは、多品種尐量生産品の大きな需要
変動に対して、柔軟性のある生産システムを用いること
で、その需要に同期するように生産する方法のことであ
る。需要同期生産を効率的に行うにあたっては、生産能
力とそれらの設備挙動に合わせた受注の処理方法の両方
の導入が必要となる。 
そのフレキシブルな生産設備として、本研究で対象と
するシステムが、モジュール構造型生産システムである。
モジュール構造型生産システムは、ライン、セル、ユニ
ットと呼ばれる設備モジュールを組み替えることによっ
て、製品種類に対するフレキシビリティ、工程に対する
フレキシビリティおよび生産量に対するフレキシビリテ
ィの確保を目指す生産システムである。 
この設備モジュールは整備、点検を定期的に行わなけ
ればいけないため、維持にコストがかかる。そのため、
工場に余分に多く保持しておくことは、コストの問題上
しづらい。また、尐なすぎては生産効率に悪影響を与え
てしまうのである程度の数は保持しておかなくてはなら
ない。そこで、本研究では、設備モジュールの導入コス
ト、維持コストを抑えるため、工場の生産規模と設備モ
ジュールの数の関係と特性と本生産システムの効果の関
係を掴むことを目指す。 
また、先に述べたような近年の需要の多様化によって、
生産に求められる評価尺度も多様化してきている。これ
らの複数の視点による評価は、生産における意思決定に
も必要であり、需要に同期した生産を行う場合、ますま
す迅速な対応が求められると考えられる。そのため、モ
ジュール構造型生産システムを用いた需要同期生産法に
おいても、これを包括的に知る方法や、評価と各生産要
素、生産条件の関係を理解することが必要になると考え
られる。 
本研究では、モジュール構造型生産システムにおける
生産設備のモデルを作成し、いくつかの環境下において
それらがどのような特徴を持ち、どのような効果を発揮
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するかを、複数の評価指標を用いて考察する。そして、
モジュール構造型生産システムの設備モジュールの個数
と工場の生産規模の関係を掴み、割り当て方法を需要同
期生産における評価指数とシステムの各要素との関係を
考慮し、提案することを目的としている。 
 
２． モジュール構造型生産システムを用いた需要
同期生産法 
（１）少品種大量生産から多品種少量生産への転換 
本来、多品種尐量生産を行う場合は、多品種尐量受注
に対して、小ロットで生産することが一番良いが、従来、
段取り変え時間が長く掛かることから、生産効率を高め
るために、ロットを大きくして生産が行われてきた。事
実、ロットを大きくすることで段取りロスを尐なくする
ことができ、その工程の生産性向上に繋がることもある。
しかし、反面、在庫が多くなるために在庫費用の増大な
どのデメリットをもたらす。そこで、一般に多品種尐量
生産を行う場合は、ロット分割生産や平準化生産で見ら
れるように、生産ロットを小さくして受注を処理し、生
産効率を高める方法が行われている。 
小ロット生産を行えるかどうかは、受注数量の大小、
段取り変え時間の長短、管理レベルの度合いによって変
わってくる。また、小ロット生産にすると在庫が削減で
きるが、その代わりに品質管理や工程管理を厳密に行わ
ないと、納期遅れや稼働率の低下などを招く場合がある。
小ロット化によって仕掛品在庫が減るために、尐しの不
良発生でも、その時間を吸収する仕掛品在庫が無くなり、
後工程がストップしやすくなるからである。一般に、小
ロット化が進めば進むほど、高い管理レベルが要求され
る。 
（２）小ロット生産と需要同期生産 
ロット分割生産および平準化生産は、ある期間分の受
注の傾向が既知である場合に、その期間分の生産量をロ
ット分割ないし、単位時間で平準化して生産する方法で
ある。しかし、今後よりいっそうの需要変化が起こると
すれば、受注傾向が安定せず、ある期間の受注を既知と
して扱うことは適切でなくなる可能性がある。また、突
き詰めていえば、ロット分割生産および平準化生産では、
ロット単位、もしくは平準化期間単位で受注をまとめる
ために、その期間分だけ生産開始が遅れてしまう。 
このような多品種尐量生産、かつその需要が大幅に変
動という課題に対して、近年、その需要にうまく同期で
きる生産システムの確立が求められている。この実現策
として、フレキシビリティやスケーラビリティおよび再
構築可能性をたかめるための生産設備に関する研究が行
われ、需要同期生産のためのモジュール構造型の生産シ
ステムについての研究もなされている。 
（３）モジュール構造型生産システム 
本研究におけるモジュール構造型生産システムでは、
ライン、セル、ユニットと呼ばれる設備モジュールを組
み替えることによって、製品種類に対するフレキシビリ
ティ、工程に対するフレキシビリティ、生産量に対する
フレキシビリティを確保している。 
モジュール構造型生産システムの生産設備は、図２.
１に示すようにライン、セル、ユニットで構成される。
１本のラインに複数のセルを配置し、そのセルにはユニ
ットが複数配置される。配置は各生産品種の工程および
工法に応じて決まる。 
 
 
図 2.1  モジュール構造型生産システムの生産設備の
基本構造 
 
これらのセルとユニットを生産期毎に設置、撤去、交
換することで、一つのラインで多種製品の生産が可能に
なり、ラインのフレキシビリティを確保することができ
る。同時に、複数のライン間でセルやユニットを共有し、
交換することも可能であるため、複数ラインにまたがる
生産設備全体で製品種類および生産量に対するフレキシ
ビリティを発揮することも可能となり、需要の変動に迅
速に対応することが可能となる。 
具体例を基にモジュール構造型生産システムの生産設
備のフレキシビリティの実現法について解説する。図２.
２と表２.１に示す設備の特徴を持った生産ラインが、フ
ロア内に２本あり、ある N 日に製品 A、B を生産するライ
ンと製品 C、D を生産するラインがあるとする。これを、
翌日（N+１日）に製品 A、B、C と製品 D という組み合わ
せで生産を行いたいとする。このときの設備の移動は、
ユニット１b は撤去、ユニット２c はライン間で交換、ユ
ニット３c は新たに設置される。 
 
 
図 2.2  モジュール構造型生産システムの設備と工法
の関係図 
 
表 2.1 モジュール構造型生産システムの設備と工法
の関係表 
 
 
図２.３は、ある N 日に製品 A、B を生産するラインと
製品 C、D を生産するラインを示す。 
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 図 2.3 Ｎ日の生産ライン 
 
Ｎ日の製品 A、B を生産するラインと製品 C、D を生産
するラインから、ユニット１b は撤去、ユニット２c はラ
イン間で交換、ユニット３c は新たに設置と３つの設備
の移動をし、翌日（Ｎ+１日）の製品 A、B、C と製品 D
という組み合わせで生産するラインを作る過程を図２.
４に示す。 
 
  
図 2.4 設備移動の課程 
 
図２.５は、ある N＋１日に製品 A、B、C を生産するラ
インと製品 D を生産するラインを示す。 
 
 
図 2.5 Ｎ＋１日の生産ライン 
 
以上のように設備を撤去したり、設置したりして同じ
ラインで多種の製品がフレキシブルに生産できるように
なる。さらにライン間での受注配分を調整することによ
って、生産量に対するフレキシビリティが発揮できる。
また、規格化、標準化によってセル間およびユニット間
の段取り変え時間の短縮化を実現するものとしている。 
 
３． モジュール構造型生産システムの実験モデル 
モジュール構造型生産システムを利用した組み立て工
程をモデル化する。設備として、以下のものを定める。 
ライン本数  L  
ライン種類   l  
セル台数   C  
セル種類   c  
ユニット台数   U  
ユニット種類   u  
ライン上に置けるセルの数   E  
セル上に置けるユニットの数   F  
工程数   K  
工程番号   k  
生産品種   V  
工場の稼働時間   CT  
工程ごとの加工時間   KT  
工程間での待ち時間   WT  
セルの段取り変え時間   CT  
ユニットの段取り変え時間   UT  
ユニットの稼働時間   YT  
ライン本数 L は、生産システム内で使用するラインの
総本数を示す。 
本生産システムはライン上に複数種類のセルやユニッ
トを配置して用いるので、ライン種類 l 、セル種類 c 、
ユニット種類u の数をそれぞれ li 、ci 、ui と定める。ま
た、ライン上に置けるセルの数 E とセル上に置けるユニ
ットの数 F を定める。 
工程数 K は、製品を作るのに必要な工程数を示す。本
研究では、工程数とライン上に置けるセルの数が一致す
る。 
工程番号 k はラインごとに上流工程から 1k , 2k ,…
kiと昇順で番号を振る。 
生産品種V は、本生産システム内で生産できる製品の
種類数を示す。 
工程間での待ち時間WT は、工程が進むときに次の工
程が埋まっている場合に発生する時間を示す。 
セルの段取り変え時間CT は、あるセル種類 c から別
のセル種類 'c に段取り変えする場合に必要な時間、ユニ
ットの段取り変え時間UT は、あるユニット種類u から
別のユニット種類 'u に段取り変えする場合に必要な時
間を示す。 
工場の稼働時間 Hz、工程ごとの加工時間 Hk 、セルの
段取り変え時間 Hc、ユニットの段取り変え時間 Huは表
３.１のように定める。 
 
表 3.1 各々の時間設定 
工場の稼働時間 ５４０min
工程ごとの加工時間 ３min
セルの段取り変え時間 １０min
ユニットの段取り変え時間 ５min  
 
（１）乱数による生産品種ごとの生産台数の決定方法 
本研究では、必要に応じて乱数による生産品種ごとの
生産台数の決定を行う。生産品種ごとの生産台数はそれ
ぞれ１～２０の２０種類から同等の確率で採用される。 
（２）生産品種１２種類Ａ～Ｌを生産するにあたって必
要となるセルとユニット種類 
本研究では、ある製品のある工程で必要なセル、ユニ
ットは表３.２のように定め、ユニット選択時、基本的に
ユニット１のユニット種類を選択し、空いてない場合の
みユニット２のユニット種類を選択することとする。 
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表 3.2 生産品種１２種類Ａ～Ｌを生産するにあたって
必要となるセルとユニット種類 
製品番号 セル ユニ１ ユニ２ セル ユニ１ ユニ２ セル ユニ１ ユニ２
Ａ １Ａ 1a 1a ２Ａ 2a 2c ３Ａ 3b 3c
Ｂ １Ａ 1a 1b ２Ａ 2b 2b ３Ｂ 3c 3c
Ｃ １Ａ 1a 1c ２Ｂ 2b 2c ３Ａ 3a 3a
Ｄ １Ａ 1b 1b ２Ｂ 2c 2c ３Ｂ 3a 3b
Ｅ １Ｂ 1b 1c ２Ａ 2a 2a ３Ａ 3a 3c
Ｆ １Ｂ 1c 1c ２Ａ 2a 2b ３Ｂ 3b 3b
Ｇ １Ｂ 1a 1a ２Ｂ 2a 2c ３Ａ 3b 3c
Ｈ １Ｂ 1a 1b ２Ｂ 2b 2b ３Ｂ 3c 3c
Ｉ １Ａ 1a 1c ２Ｂ 2b 2c ３Ａ 3a 3a
Ｊ １Ａ 1b 1b ２Ａ 2c 2c ３Ｂ 3a 3b
Ｋ １Ｂ 1b 1c ２Ｂ 2a 2a ３Ａ 3a 3c
Ｌ １Ｂ 1c 1c ２Ａ 2a 2b ３Ｂ 3b 3b
工程１ 工程２ 工程３
 
 
（３）生産時のルールおよび特筆事項 
生産時のルールおよび特筆事項は以下の通りである。 
製品は各工程を工程ごとの加工時間 Hz で加工され、
後の工程に流れる。 
１つの工程で加工できる製品は１つである。 
バッファは各工程の後ろにあり、容量制限はない。 
 製品はライン内において製品ごとに定められた加工
順序を守って加工され、その順序を入れ替えたり飛ば
したりすることはできない。 
ライン内で加工を待つ製品同士の順序が入れ替わる
ことはない。（必ず投入された順番と同じ順番で完成
品としてラインから出てくる） 
 生産中の設備故障、不良品発生はない。 
（４）投入順序 
同じセル配置での生産個数が多いセルを多い順にライ
ンⅠから割り振り、そのセルで生産可能な生産数のもっ
とも多い製品を配置。次に生産製品に合わせてユニット
を割り振る。（次に生産する製品でも使えるユニットが
ある場合はそのユニットを選択する） 
配置された製品の生産が終わったら、そのセルで生産
可能な製品があるか調べ、ある場合はその製品に段取り
変えする。 
この順序ですべての製品が生産されるまで繰り返す。 
この投入順序を図３.１に示す。 
 
 
図 3.1 投入順序のアルゴリズム 
（５）評価 
受注生成、受注処理、生産を経て出力される結果は以
下の５つであり、これを本研究の評価指標とする。 
  生産終了時間   ET  
  総段取り変え時間   Sd  
  総待ち時間   Sw  
  稼働率   Sk  
  ユニット使用率   Sy  
生産終了時間とは、最初の製品の生産を開始したとき
から、最後の製品の生産が終わったときまでにかかった
時間。 
総段取り変え時間とは、生産時に行ったすべてのセル
とユニットの段取り変え時間の合計であり、（３.１）式
によって求められる。 



n
i
UTiCTiSd
1
)(        （３.１） 
総待ち時間も総段取り変え時間と同様に、生産時に行
ったすべてのセルとユニットの待ち時間の合計であり、
（３.２）式によって求められる。この待ち時間に段取り
変え時間は含まない。 



n
i
HwiSw
1
              （３.２） 
稼働率は工場全体の稼働率とし、ある期間内の設備の
単位時間あたりの平均稼働率を示し、稼働率と総稼働時
間および総待ち時間の関係は（３.３）式によって求めら
れる。 
ET
SwSdET
Sk
)( 
      （３.３） 
ユニット使用率は、各々のユニットごとに、工場の稼
働時間分のユニットの稼働時間で計算する。（３.４）式
によって求められる。 
ET
YT
Sy              （３.４） 
 
４． 実験 
（１）予備実験（基礎データ） 
工場規模に合わせた設備モジュールの数を導くため、
予備実験では、ユニットの数に制限を設けず生産シミュ
レーションを行い、それぞれの評価指標を基礎データと
して収集する。また、各々の製品の生産個数は、３．（１）
で述べた乱数を用いた方法で求め、データ１からデータ
１０とし、表５.１に示す。 
 
表 5.1 生産製品と生産個数 
データ1 データ2 データ3 データ4 データ5 データ6 データ7 データ8 データ9 データ10
製品番号 生産個数 生産個数 生産個数 生産個数 生産個数 生産個数 生産個数 生産個数 生産個数 生産個数
Ａ 14 13 15 14 16 7 19 11 11 15
Ｂ 16 14 2 11 15 16 11 16 18 14
Ｃ 11 6 16 16 13 17 18 3 19 16
Ｄ 10 15 7 7 14 8 7 18 6 8
Ｅ 5 1 6 6 6 4 1 15 17 4
Ｆ 9 5 17 15 4 5 10 20 10 13
Ｇ 6 19 3 18 8 14 2 9 14 17
Ｈ 8 16 18 13 11 12 13 4 4 11
Ｉ 7 12 4 4 7 13 15 19 12 19
Ｊ 4 11 1 5 17 1 6 14 20 18
Ｋ 13 17 8 17 5 6 8 17 7 9
Ｌ 3 18 9 2 19 9 14 12 8 20  
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シミュレーション結果 
３章で述べた実験モデルを、ExcelVBA で作成したシミ
ュレーターを使い、データ１からデータ１０までの生産
シミュレーションを行い、結果の平均を計算し、基礎デ
ータとする。その基礎データの評価指標の計算結果を表
５.２に、ユニットの使用率を表５.３と図５.１に示す。 
 
表 5.2 評価指標の計算結果の基礎データ平均 
生産終了時間
363.7
総待ち時間
0
総段取り変え時間
99
稼働率
91.90586197  
 
表 5.3 各々のユニット使用率の基礎データ平均 
全データ平均
ユニット名 稼働率 ユニット名 稼働率 ユニット名 稼働率
1a1 76.02156 2a1 75.49423 3a1 76.71948
1a2 63.04751 2a2 70.23648 3a2 34.27478
1a3 20.97847 2a3 11.08551 3a3 10.23555
1b1 71.88225 2b1 71.24484 3b1 68.66559
1b2 36.7983 2b2 46.98319 3b2 31.32887
1b3 13.54577 2b3 4.143035 3b3 0
1c1 54.77359 2c1 39.20138 3c1 65.20871
1c2 0 2c2 13.8843 3c2 40.33976
1c3 0 2c3 0 3c3 3.26284  
 
 
 
図 5.1 各々のユニット使用率の基礎データ平均 
 
（２）実験１ 
予備実験の結果を基にユニットの数に制限を設け、実験
し、より工場規模に適したユニットの数を探る。そのた
め、実験１では、ユニットの制限条件として、予備実験
で収集した基礎データでユニット使用率１０％未満のユ
ニットを削減し、シミュレーション実験を行い、比べ、
各々の評価指標がどのように変わるかを調べる。 
基礎データのユニット使用率１０％ラインは図５.２
に示す。 
 
 
 
 
 
 
図 5.2 ユニット使用率１０％ライン 
 
 
この条件で削減した結果、使用可能なユニットは予備
実験の２３台から２台削減し、２１台ある。使用可能ユ
ニットは表５.２４に示す。なお、左の数字と真ん中の文
字でユニットの種類を示し、右の数字はユニット番号を
示している。 
 
表 5.4 実験１使用可能ユニット一覧 
1a1 2a1 3a1
1a2 2a2 3a2
1a3 2a3 3a1
1b1 2b1 3b1
1b2 2b2 3b2
1b3 2c1 3c1
1c1 2c2 3c2
ユニット名
 
 
予備実験と同様の生産モデル、シミュレーターを用い
て生産シミュレーションを行い、その結果の平均は、評
価指標の計算結果を表５.５に、ユニットの使用率を表５.
６と図５.３に示す。 
 
表 5.5 実験１平均データの評価指標の計算結果 
生産終了時間
379.7
総待ち時間
96.2
総段取り変え時間
98
稼働率
90.92677194  
 
表 5,6 実験１平均データの各々のユニット使用率 
全データ平均
ユニット名 稼働率 ユニット名 稼働率 ユニット名 稼働率
1a1 81.42167 2a1 74.59472 3a1 75.93812
1a2 55.87467 2a2 39.51178 3a2 29.39541
1a3 0 2a3 6.550633 3a3 0
1b1 81.1451 2b1 79.87895 3b1 60.94666
1b2 29.99819 2b2 37.2029 3b2 0
1b3 0 2b3 3b3
1c1 58.61872 2c1 53.89646 3c1 86.22871
1c2 2c2 16.92531 3c2 49.78381
1c3 2c3 3c3  
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 図 5.3 実験１各々のユニット使用率 
 
平均総待ち時間の増加に比べ、平均生産終了時間の増
加は尐なく、総段取り変え時間、稼働率はあまり変わら
ない。当然ながら使用するユニット数が減ったため、各々
の使用率は上がった。 
また、表５.６よりユニット番号１a３、１b３、３a３，
３b２の使用率は０％なので、結果的に使用したユニット
台数は１７台なので、制限がない場合に比べると、６台
削減できた。 
 
（３）実験２ 
実験１と同様に、予備実験の結果を基にユニットの数
に制限を設け、実験し、より工場規模に適したユニット
の数を探る。そのため、実験２では、ユニットの制限条
件として、予備実験で収集した基礎データでユニット使
用率２０％未満のユニットを削減し、シミュレーション
実験を行い、比べ、各々の評価指標がどのように変わる
かを調べる。 
基礎データのユニット使用率２０％ラインは図５.４
に示す。 
 
 
図 5.4 ユニット使用率２０％ライン 
 
この条件で削減した結果、使用可能なユニットは予備実
験の２３台から６台削減し、１７台ある。使用可能ユニ
ットは表５.７に示す。なお、左の数字と真ん中の文字で
ユニットの種類を示し、右の数字はユニット番号を示し
ている。 
 
 
 
表 5.7 実験２使用可能ユニット 
1a1 2a1 3a1
1a2 2a2 3a2
1a3 2b1 3b1
1b1 2b2 3b2
1b2 2c1 3c1
1c1 3c2
ユニット名
 
 
予備実験と同様の生産モデル、シミュレーターを用い
て生産シミュレーションを行い、その結果の平均は、評
価指標の計算結果を表５.８に、ユニットの使用率を表５.
９と図５.５に示す。 
 
表 5.8 実験２平均データの評価指標の計算結果 
生産終了時間
380.4
総待ち時間
108
総段取り変え時間
98
稼働率
91.64479531  
 
表 5.9 実験２平均データの各々のユニット使用率 
全データ平均
ユニット名 稼働率 ユニット名 稼働率 ユニット名 稼働率
1a1 80.77626 2a1 73.55584 3a1 73.23278
1a2 55.75835 2a2 39.43702 3a2 29.32598
1a3 0 2a3 3a3
1b1 80.48782 2b1 75.04155 3b1 60.84754
1b2 29.89998 2b2 37.14353 3b2 0
1b3 2b3 3b3
1c1 58.54185 2c1 57.59605 3c1 84.34918
1c2 2c2 3c2 49.66096
1c3 2c3 3c3  
 
 
 
図 5.5 実験２各々のユニット使用率 
 
平均総待ち時間の増加に比べ、平均生産終了時間の増
加は尐なく、総段取り変え時間、稼働率はあまり変わら
ない。当然ながら使用するユニット数が減ったため、各々
の使用率は上がった。 
また、表５.９よりユニット番号１a３、３b２の使用率
は０％なので、結果的に使用したユニット台数は１５台
なので、制限がない場合に比べると、８台削減できた。 
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（４）実験結果まとめ 
本章では、モジュール構造型生産システムで用いる設
備モジュールのユニットに、図５．６で示すように、基
礎データで２３台、実験１で１７台、実験２で１５台と
制限を加え、生産シミュレーションを行った。そしてこ
のシミュレーション実験から評価指数と実験条件の関係
を得て、モジュール構造型生産システムの設備および環
境要素と、評価指数の関係を得た。 
 シミュレーション結果から得た評価指標をまとめたデ
ータを総段取り変え時間、総待ち時間、生産終了時間を
表５．７に、稼働率を表５．８に示す。 
 
 
図 5.6 使用ユニット台数まとめ  
 
 
図 5.7 ３つのデータまとめ  
 
 
図 5.8 稼働率まとめ  
 
また、今回の実験では基本的な条件のみを変化させた。
現実には、段取り変え時間や加工時間にばらつきがあっ
たり、受注が乱数で与えられたりすることは尐ないため、
実際の生産設備に適用する場合は、さらに実際に即した
設備および受注の設定をして調査する必要があるが、本
研究の目的である、本生産システムの挙動の概要を従え、
表現することができた。今後の展望としては、さらに変
化する条件等を増やし、制度を高め、詳細な条件を元に
評価関数を数式によって定義することが必要になると考
えられる。 
 
５． 結果 
モジュール構造型生産システムを用いた需要同期生産
のひとつであるフレキシブルな設備のモデルを作成し、
モジュール構造型生産システムで用いる設備モジュール
の個数と工場の生産規模の関係を掴み、割り当て方法を
需要同期生産における評価指数とシステムの各要素との
関係を考慮し、提案することを目的とし研究を行った。
本研究の成果は以下の通りである。 
モジュール構造型生産システムのモデル化を行った。
設備、受注生成、受注処理、生産の４つの生産システム
のモデル化と、そのシステムの評価方法をモデル化した。 
モジュール構造型生産システムのプログラム化を行っ
た。３章でモデル化した生産システムと、そのシステム
の評価方法のモデルをどちらも ExcelVBA を使いプログ
ラム化した。 
設備モジュールの個数に制限がない場合の予備実験か
ら基礎データを収集し、設備モジュールの個数に制限を
加えた実験１、実験２の結果から提案する制限条件で生
産した場合、工場の稼働時間を抑えつつ、設備モジュー
ルの個数を減らすことに成功したと言える。 
以上のことから、モジュール構造型生産システムを用
いた需要同期生産方法において、設備モジュールの保持
個数を考える際、個数に制限のない場合のデータを参考
に、個数に条件を加え、シミュレーションを行えること
が分かった。また、これらの手順が効率のいいモジュー
ル構造型生産システムを用いた需要同期生産法を構築す
る手掛かりになると考えられる。 
 今後は、モジュール構造型生産システムをはじめとす
る再構築可能な生産システムなどが実用化され、需要に
同期した生産方法の確立がますます必要になってくるだ
ろう。また、需要同期生産を行うには高度な管理レベル
と、複数の複雑な評価指標に対しての迅速な対応が必要
不可欠である。新規に、あるいは既存の製品群に対して、
需要同期生産システムを構築および運用する際には、あ
らかじめ現実の生産品種や受注の傾向を把握した上で、
本研究のような手順で仮想の需要同期生産システムの効
果を検証できる。 
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